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      氏    名 杉浦 友泰  ＴＥＬ  (０６) ６３３９－７１７７ 

決算取締役会開催日    平成14年11月15日 

米国会計基準採用の有無  有 ・ 無 

 

１． 14年9月中間期の連結業績（平成14年4月1日～平成14年9月30日） 

(1) 連結経営成績                                （百万円未満切り捨て） 

 
売 上 高 

(対前年中間期増減率) 

営業利益 

(対前年中間期増減率) 

経常利益 

(対前年中間期増減率) 

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

       百万円  ％ 
       1,745 （ △7.4 ） 
        1,885 （  17.3 ） 

百万円  ％ 
        9     (△ 93.9 ) 
159     (△ 30.0 ) 

百万円  ％ 
       11     ( △91.6) 
        136      ( △27.8) 

14年3月期 3,773 1△97 △82 

 
 中間（当期）純利益 

(対前年中間期増減率) 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益 

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

   百万円  ％ 
       △74   (   － ) 
           23   ( △75.3 ) 

円  銭 
          △6,226  175 

1,984     75 

円  銭 
        －      － 
       1,984    48  

14年3月期 △70      △5,879   32 －    － 

 (注)①持分法投資損益14年9月中間期   12百万円 13年9月中間期  △8百万円   14年3月期  48百万円 
     ②期中平均株式数（連結）14年9月中間期 11,915株 13年9月中間期 11,936株 14年3月期 11,936株 
     ③会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
④当中間期におきまして、127株の自己株の市場買付けを行ったため、期中平均株式数は11,915株となっており
ます。 

(2)連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

百万円 
4,920 
5,091 

百万円 
2,251 
2,443 

％ 
45.7 
48.0 

円   銭 
190,651   40 
204,716      95 

14年3月期 5,451 2,349 43.1 196,810   71 

（注）期末発行済株式数（連結）14年9月中間期 11,809株 13年9月中間期 11,936株 14年3月期 11,936株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ･フロー 

投資活動による 

キャッシュ･フロー 

財務活動による 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

百万円 
△ 167 
△ 113 

百万円 
 144 
△ 356       

百万円 
    △ 236 
    △ 189 

百万円 
      248 
      741 

14年3月期     △ 531 △ 533   371  507 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  3  社  持分法適用非連結子会社数   － 社  持分法適用関連会社数  1  社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結 (新規)  1  社 (除外)  －  社    持分法 (新規)  － 社 (除外) － 社 

 

２．15年3月期の連結業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 

通  期 

百万円 

3,684 

百万円 

263 

百万円 

86 

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期） 7,277円 06銭 

 ＊ 上記予測は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 
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Ⅰ 企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、連結対象子会社3社及び関連会社１社で構成されております。 

当社の企業集団各社の主な業務は下記のとおりであります。 

 

 (1)連結対象子会社      

名 称 住 所 資 本 金 
主 要 な 
事 業 内 容 

議決権の 
所有割合 

関 係 内 容 摘 要 

  千円  ％   

エフアンドエムネット
株式会社 

東京都品川区 30,000 その他事業 80.0 

コンピュータシステム、イン
ターネットの企画運営、 
開発業 
役員の兼任 3名 

 

株式会社中小企業エム
アンドエーセンター 

東京都千代田区 33,750 その他事業 80.0 
Ｍ＆Ａ情報提供 
役員の兼任 3名 

 

株式会社ジャパン・ 
インシュランス 

大阪府吹田市 10,000 その他事業 50.0 
生命保険募集 
役員の兼任 4名 

 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 

(2)持分法適用関連会社      

名 称 住 所 資 本 金 
主 要 な 
事 業 内 容 

議決権の
所有割合 

関 係 内 容 摘 要 

  千円  ％   

ﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ･ｸﾞﾚｲ･ｸﾘｽﾏｽ
株式会社 

東京都中央区 381,150 
アウトプレー
スメント事業 

24.2％ 
再就職、研修業務の情報提供 
役員の兼任 2名 

 

 

当社企業集団についての事業系統図は以下のとおりであります。 

 

 

一般個人・個人事業主及び中堅・中小企業  

 

（

当  社 

バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
サ
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス 

記
帳
代
行 ㈱

インシュランス 

一 般 企 業 

再就職支援・研修 
ＡＳＰサービス Ｍ

アドバイザリー 

㈱

Ｍ＆Ａセンター 

ｴﾌｱﾝﾄﾞｴﾑﾈｯﾄ㈱ 

ｸﾘｽﾏｽ㈱ 

人材紹介 

システム開発・ 

コンテンツ開発 

 生
命
保
険
募
集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）      サービスの提供    無印 連結子会社 
出資関係       ※   持分法

2 
※ﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ･ｸﾞﾚｲ･ 
中小企業 
＆Ａ 
ジャパン・ 
適用会社 



Ⅱ 経営方針 

 

１．経営の基本方針 

 当社グループは、顧客に感謝尊敬されるサービスを提供することにより、頂いた報酬以上のメリットを顧客に感じ

て頂くことを事業のコンセプトとしております。そして当社が事業をおこなう上で「関わる全ての人・企業が物心両

面で豊かになれる」ことを経営理念として掲げ、当社グループがわが国経済の活性化に貢献できることを目標とした

経営に努めてまいる所存であります。 

 

２．利益配分の基本方針 

 当社グループでは株主への利益配分を、経営上の最重要課題と位置付けております。利益配分の基本方針としまし

ては、収益拡大による企業価値の増大を第１としております。 

 現在、当社グループでは内部留保を優先するものの、株主配当等の利益配分も経営状況に応じて機動的に行うこと

で、株主資本を最大限に活かす経営を実践し、成長スピードを高めることに注力しております。 

 このような方針に基づき、当社グループでは各決算期の財務状況・事業環境を勘案した上で、株主配当等の利益配

分を決定し、株主への積極的な利益還元に努めてまいる所存であります。 

 

３．中長期の経営戦略 

 当社グループでは主に個人事業主と中堅・中小企業に向けて事業を展開しております。 

また当社グループは総務・経理というバックオフィス業務を基本とした、あらゆるソリューションを提供することを

目標としております。大企業と比べ良質で安価なサービスを享受するには制約がかかる個人事業主・中小企業に対し、

当社が様々なサービスを提供するために、当社が、当社に関わる顧客を代表する「サービスの共同購入機関」となる

ことを目的として、現在の主要事業で構築した生命保険会社営業職員を中心とした個人と中堅・中小企業のネット

ワークとデータベースを最大限に活かすためのビジネスを構築する方針であります。 

中長期につきましても、これらの基本となる経営戦略を堅持し、株主価値の極大化につながると判断できる投資を

積極化させ、成長スピードを高める経営戦略を実践してまいる所存であります。 
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Ⅲ 経営成績 

 

１．上半期の業績概要 

 当中間期におけるわが国の経済は、失業率が高水準で推移し、株価低迷による金融危機説が再燃するなど、景気低

迷局面を脱することができない状況でありました。 

当社グループを取り巻く事業環境も、生命保険会社営業職員の全体数の減少、中小企業の経営状況も総じて不安定

要素も多く、前期に引き続き厳しい状況でありました。 

 このような情勢下におきまして当社グループは、主要事業の建て直しを図るとともに、顧客への新しい商品提案を

推進してまいりました。また、前期より開始したISO支援事業や子会社でのM＆A事業などの伸長に注力し、今後の事

業の柱を構築すべく努めてまいりました。これら新規事業におきましては、当社グループのサービス・価格優位性に

加え、豊富な市場ニーズにも支えられ、当社グループの新しい収益モデルの構築に一定の成果を得ることができたも

のの、主要事業での売上高減少をカバーするまでには至らない結果となりました。 

 この結果、当中間期の連結の売上高は1,745百万円（前年同期比7.4％減）、営業利益9百万円（前年同期比 93.9 %

減）、経常利益11百万円（前年同期比91.6%減）、中間純損失74百万円となりました。 

 

セグメント別概況 

（１）アウトソーシング事業 

①生命保険会社営業職員向けサービス 

 当中間期末における生命保険会社営業職員に向けたサービスは、前期よりの生保退職に伴う解約はピークを過ぎた

ものの、生保営業職員全体数の落ち込みもあり、生保退職による解約が断続的に発生し、引き続き厳しい状況が続き

ました。 

このような状況の中で同事業では、記帳会員獲得以外の施策をして、会員に向けた本業支援サービス「エフアンド

エムメイトパック」のサービス提案を行う他、記帳会員以外の非会員層に対しても、同サービスの提案活動を活発化

させるなど、収益の確保に努めてまいりました。また、営業体制の強化を企図し、会員へのタイムリーな情報提供と

フォロー体制の一元化を強化するために、コールセンターを設置し、下期以降の繁忙期に備えることで、営業人員の

負担軽減策を進めてまいりました。 

この結果、当中間期の生保職員向け事業売上高は702百万円（前年同期比36.2%減）、当中間期末会員数は30,037人

（当期第１四半期末比3,081人減）、内記帳代行会員数は28,816人（当期第１四半期末比2,753人減）、エフアンドエ

ムメイトパック会員数は5,718人（当期第１四半期末比476人減）となり、エフアンドエムメイトパックでの売上高は

47百万円（前年同期の売上高はございません。）となりました。 

 

②不動産所得者向けサービスについて 

  不動産所得所向けの記帳代行サービスに関しましては、各地でのセミナー開催等のプロモート活動を行い、顧客獲

得を進めてまいりましたが、顧客層の絞込み等などの課題が多く営業成果を得るには至らない結果となりました。 

  

（２）エフアンドエムクラブ事業 

①会員制サービスについて 

 当中間期における会員制サービスは、与信情報サービス・リーダー育成プログラム等の新サービスを加えることに

より、顧客層である中堅・中小企業の多様化するニーズの取り込みに注力してまいりました。また、紹介・販売ルー

トの多元化を進めるために、代理店事業を本格化するなど、会員企業の獲得に努めてまいりました。 

 しかしながら、顧客ニーズの絞込み・新サービスの浸透・代理店施策などの営業体制再構築の推進に、時間を要す

ることとなり、解約数を獲得数でカバーできない結果となりました。また、中小企業を取り巻く厳しい環境も引き続

いたことも、当事業の運営に影響を与える結果となりました。 

この結果、当中間期における会員事業による売上高は619百万円（前年同期比2.8%減）、内代理店事業売上高８百

万円、エフアンドエムクラブ会員企業数は、4,856社（当期第１四半期末比389社減）、内代理店経由会員企業数79社、

会員契約継続率は71.9%（前年同期78.2%）となりました。 

 

②ISO支援事業について 

 ISO支援事業につきましては、当社のISO認証取得プログラム「ISO工房」の対価性・利便性などを最大の訴求ポイ
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ントとして、セミナー開催・紹介営業に重点をおき、営業活動をおこなってまいりました。また、ISO認証取得への

関心も年々大きくなるなか、豊富な市場ニーズにも支えられこととなりました。この結果、当事業における当中間期

売上高は98百万円（前年同期の売上高はございません。）となりました。 

 

③イーキャリア事業について 

 前期より開始した、求人サイト「イーキャリア」販売代理店事業につきましては、新規顧客開拓に加え、リピート

受注が比較的順調に推移し、当中間期売上高は22百万円（前年同期比202.5%増）となりました。 

 

（３）不動産事業 

 当中間期における不動産事業の売上高は76百万円（前年同期比5.6%増）となりました。 

なお、当事業での売上高は当社大阪本社が所在する自社保有物件からの賃貸収入であります。 

 

（４）その他事業 

①M&Aアドバイザリー事業について 

 当社連結子会社 株式会社中小企業M&Aセンター（当社出資比率80%）におきましては、当社エフアンドエムクラブ

会員の企業ネットワークに加え、証券会社・銀行・ベンチャーキャピタル等の提携各社からの豊富なM&A案件情報に

加え、不況下での業界再編・リストラクチャリング等の外部要因にも支えられることとなり、当中間期の売上高は

149百万円（前年同期3百万円）となりました。 

 

②アウトプレースメント事業について 

 当社持分法適用会社 チャレンジャー・グレイ・クリスマス株式会社（当社出資比率24.2%）におきましては、グ

ループ内での配置転換のよる人員補強等により営業力強化を図ることで、高まる再就職支援ニーズを取り込み、広範

な業界からの受注を達成することで、当中間期における売上高は508百万円となりました。 

 

③その他 

 当連結中間期におけるその他の状況につきましては、エフアンドエムネット株式会社（当社出資比率80%）による、

グループ外部よりのシステム開発等によるものであります。 

 

２．上期四半期業績の状況 

上期における各四半期の連結業績状況は以下のとおりであります。 

 当期第1四半期 

（14年4月～14年6月） 

対前年同  

期増減率 

当期第2四半期 

（14年7月～14年9月） 

対前年同  

期増減率 

売上高 785 △14.1 960 △1.1 

営業利益 △62 － 71 △13.4 

経常利益 △65 － 76 15.1 
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３．下期の見通し及び施策 

（１）アウトソーシング事業 

①生命保険会社営業職員向けサービス 

生命職員向けのサービスにつきましては、引き続き営業職員の全体数の減少も予想される中、当社では前期よりの

顧客数減少に歯止めをかける施策を推進することが、求められてまいります。そのために当社では、料金、サービス

等の顧客ニーズを再認識するなど、同業界においてのマーケティングを強化するとともに、下半期に発生する、デー

タ入力等の繁忙期に更に迅速に対応することで、顧客満足度の向上を図るために、上半期に立ち上げたコールセン

ター機能の強化に注力してまいります。また、新たなニーズの掘り起こしのために、本業支援ツールであるエフアン

ドエムメイトパック等の商品政策に検討を加えるなど、獲得営業の強化を図ってまいります。 

 

②不動産所得者向けサービスについて 

  不動産所得者向けのサービスにつきましては、現状では今後の事業性を見出すことができないながら、将来的な有

望市場である同業界へのアプローチは継続しておこなってまいります。そのために当社では、記帳代行サービスの再

考・有資格者等のコンペティター調査・獲得営業の施策等を確実にクリアすることを、下期に推進してまいる所存で

あります。 

 

（２）エフアンドエムクラブ事業 

①会員制サービスについて 

 会員制サービスにつきましては、上半期後半からの紹介案件の増加と、新サービス浸透による商品力強化を受け、

会員企業数の反転を目指してまいります。紹介案件の増加による営業人員の不足を他事業からの配置転換等で補い、

獲得数を拡大させるとともに、中小企業に向けた教育コンテンツを充実させるなど「サービスの共同購入機関」とし

ての役割を鮮明にすることで、同事業の収益向上に努めてまいります。 

 

②ISO支援事業について 

 ISO支援事業につきましては、上半期におきまして軌道に乗りつつある生保ルート及び契約企業よりの紹介営業を

更に強化するとともに、現在進行中の事業法人・金融法人等の販売代理店契約に注力し、中小企業の高まるISO認証

取得ニーズを取り込み、将来的に当社の基幹事業すべく、拡販に取組んでまいります。 

 

（４）その他事業 

 その他事業につきましては、当社エフアンドエムクラブ会員等の企業ネットワークを活用し、M&Aニーズの掘り起

こし、人材採用ニーズ、システム開発等の当社グループが持つ、経営資源を最大限活用し、グループ内の相乗効果を

高めてまいる所存であります。 
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Ⅳ キャッシュ・フローについて 

 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税金等調整前中間純損失が98百万円

となり、投資有価証券の売却による収入244百万円等の収入要因はありましたが、長期借入金の返済による支出273百

万円があったこと等から、当中間連結会計期間末には248百万円（前年同期比493百万円減）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は167百万円（前年同期比154百万円減）となりました。 

これは税金等調整前中間純損失が98百万円計上されたことと、貸倒引当金の増加額58百万円（前年同期比59百万円

増）等によるものです。 

 

（投資活動によるキャシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは144百万円（前年同期比501百万円増）となりました。 

これは主に投資有価証券の売却による収入244百万円、関係会社社債の繰上償還による収入50百万円、貸付金の回

収による収入137百万円、貸付による支出173百万円によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は236百万円（前年同期比146百万円減）となりました。 

これは主に、長期借入金の返済による支出273百万円によるものです。 

 

Ⅴ 企業統治（コーポレートガバナンス）に関する状況について 

 

１．意思決定の仕組み 

 当社グループでは、株主価値の増大及び企業競争力向上のため、経営判断の迅速化を進めております。今期より、

取締役会を補足する意味で、各事業部長以上の会社幹部会議を月に１回開催し、経営戦略の方向性を決定しておりま

す。また、刻々と変化する事業環境に対応するため、適時各関連事業部での会議を開催し、顧客ニーズの拾い上げと

営業状況の改善策等の討議された内容を、経営判断に反映させております。その他テレビ会議等を活用することで、

当社グループ内での横断的な情報の共有化を推進し、恒常的な意思決定の迅速化を図っております。 

 

２．役員構成 

 当社では取締役６名、監査役３名にて構成されております。取締役は全員常勤で監査役は内１名が常勤でございま

す。 

 

３．内部監査の状況 

 当社では内部監査のため内部監査室を設置し１名を専任者としております。内部監査室を中心とし、管理本部内の

総務部、経理部、経営企画部と連携を保ちながら、適時、各部署、グループ会社に対して内部監査を実施しておりま

す。 

 

４．今後のコーポレートガバナンスの強化・充実の施策 

 グループ経営の浸透を図り、株式価値の極大化とスピード経営を実現するために、当社グループではコーポレート

ガバナンスの強化・充実に日々努めております。現在の施策として、コンプライアンスの徹底、意思疎通の迅速化等

を実現するため、当社グループの各階層に向けた研修制度を定期的に実施しておりますが、今後一層の企業発展を目

指す上で、更なるコーポレートガバナンスの強化・充実に努めてまいります。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

 
（平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成14年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成14年3月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  785,893   248,423   507,779   

２．受取手形及び売掛金  584,335   697,801   684,705   

３．たな卸資産  32,105   88,740   134,775   

４．その他  160,166   219,287   297,848   

貸倒引当金  △7,602   △10,267   △5,378   

流動資産合計   1,554,898 30.5  1,243,985 25.3  1,619,729 29.7 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築物 ※２ 1,153,269   1,132,034   1,144,999   

２．工具器具備品  161,495   182,329   157,290   

３．土地 ※２ 729,631   729,631   729,631   

４．その他  109 2,044,505  48 2,044,043  76 2,031,997  

(2）無形固定資産   171,654   229,435   224,191  

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  652,955   353,979   709,680   

２．繰延税金資産  －   253,985   208,113   

３．差入保証金  228,524   241,259   250,615   

４．保険積立金  318,347   394,409   358,924   

５．その他  152,219   252,977   87,862   

貸倒引当金  △31,949 1,320,096  △93,193 1,403,417  △40,022 1,575,174  

固定資産合計   3,536,257 69.5  3,676,895 74.7  3,831,362 70.3 

資産合計   5,091,156 100.0  4,920,881 100.0  5,451,092 100.0 
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前中間連結会計期間末 

 
（平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成14年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成14年3月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

金額（千円） 構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   8,097   39,267   81,109  

２．短期借入金   143,000   89,500   52,000  

３．一年以内返済予定長
期借入金 ※２  281,480   545,480   546,670  

４．未払金   132,813   83,965   172,327  

５．未払法人税等   106,731   10,853   20,013  

６．未払消費税等   35,451   27,404   32,432  

７．賞与引当金   146,372   79,945   80,100  

８．その他   134,425   92,342   168,493  

流動負債合計   988,372 19.4  968,758 19.7  1,153,146 21.1 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  1,553,970   1,568,300   1,841,040  

２．その他   99,567   103,576   102,789  

固定負債合計   1,653,537 32.5  1,671,876 34.0  1,943,829 35.7 

負債合計   2,641,910 51.9  2,640,635 53.7  3,096,975 56.8 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   5,744 0.1  28,843 0.6  4,983 0.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   826,000 16.2  － －  826,000 15.1 

Ⅱ 資本準備金   1,044,700 20.5  － －  1,044,700 19.2 

Ⅲ 連結剰余金   626,914 12.3  － －  533,049 9.8 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   △54,113 △1.0  － 

－ 
 △54,616 △1.0 

資本合計   2,443,501 48.0  － －  2,349,132 43.1 

           

Ⅰ 資本金   － －  826,000 16.8  － － 

Ⅱ 資本剰余金   － －  1,044,700 21.2  － － 

Ⅲ 利益剰余金   － －  458,858 9.3  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  － －  △65,818 △1.3  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  △12,337 △0.3  － － 

資本合計   － －  2,251,402 45.7  － － 

負債、少数株主持分及
び資本合計   5,091,156 100.0  4,920,881 100.0  5,451,092 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 百分比 
（％） 

金額（千円） 百分比 
（％） 

金額（千円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   1,885,886 100.0  1,745,835 100.0  3,733,696 100.0 

Ⅱ 売上原価   959,722 50.9  520,132 29.8  2,236,066 59.9 

売上総利益   926,163 49.1  1,225,703 70.2  1,497,630 40.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  766,691 40.6  1,215,919 69.6  1,594,644 42.7 

営業利益   159,472 8.5  9,783 0.6  － － 

営業損失   － －  － －  97,014 △2.6 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  515   961   1,188   

２．受取配当金  927   567   1,494   

３．固定資産賃貸料収入  3,362   －   －   

４．保険手数料収入  －   1,790   1,040   

５．持分法投資利益  －   12,563   48,874   

５．その他  4,030 8,836 0.5 9,099 24,982 1.4 6,560 59,158 1.6 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  19,639   20,051   38,793   

２．創立費償却  －   495   706   

３．持分法投資損失  8,763   －   －   

４．その他  3,638 32,042 1.7 2,808 23,355 1.3 5,627 45,127 1.2 

経常利益   136,266 7.3  11,410 0.7  － － 

経常損失   － －  － －  82,983 △2.2 

Ⅵ 特別利益           

貸倒引当金戻入益  1,064 1,064 0.0 － － － － － － 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※２ 16,623   28   18,629   

２．投資有価証券売却損  －   19,060   －   

３．投資有価証券評価損  43,070   18,798   43,070   

４．持分変動損益  －   14,259      

５．貸倒引当金繰入額  － 59,694 3.2 58,059 110,206 6.3 － 61,699 1.7 

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  77,637 4.1  － －  － － 

税金等調整前中間
(当期)純損失   － －  98,796 △5.6  144,682 △3.9 

法人税、住民税及び
事業税  107,039   11,876   29,069   

法人税等調整額  △55,299 51,740 △2.7 △50,076 △38,199 2.2 △107,146 △78,076 2.1 

少数株主利益   2,207 △0.1  13,594 △0.8  3,569 △0.1 

中間(当期)純利益   23,690 1.3  － －  － － 

中間(当期)純損失   － －  74,190 △4.2  70,175 △1.9 
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③【中間連結剰余金計算書】 

区分 
注記 

番号 

前中間連結会計期間 

 

（自 平成13年4月１日 

至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 

 

（自 平成14年4月１日 

至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成13年4月１日 

至 平成14年3月31日） 

  （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   662,904  －  662,904 

Ⅱ 連結剰余金減少高        

配当金  59,680 59,680 － － 59,680 59,680 

Ⅲ 中間(当期)純利益   23,690  －  － 

Ⅳ 中間(当期)純損失   －  －  70,175 

Ⅴ 連結剰余金中間期末(期末)残

高 
  626,914  －  533,049 

        

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高        

資本準備金期首残高  － － 1,044,700 1,044,700 － － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）

残高 
  －  1,044,700  － 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高        

連結剰余金期首残高  － － 533,049 533,049 － － 

Ⅱ 利益剰余金減少高        

１．中間（当期）純損失  － － 74,190 74,190 － － 

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）

残高 
  －  458,858  － 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

 

 

（自 平成13年4月１日 

至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 

 

 

（自 平成14年4月１日 

至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

 

（自 平成13年4月１日 

至 平成14年3月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 

フロー 
    

税金等調整前中間(当期)純利益  77,637 ― ― 

税金等調整前中間(当期)純損失  ― △98,796 △144,682 

減価償却費  63,533 69,108 133,080 

長期前払費用の償却  1,166 1,388 2,961 

貸倒引当金の増加額(又は減少

額(△)) 
 △1,064 58,059 4,784 

賞与引当金の増加額（又は減少

額（△）） 
 23,926 △154 △42,346 

退職給付引当金の増加額（又は

減少額（△）） 
 △4,405 ― △4,405 

受取利息及び受取配当金  △1,442 △1,528 △2,682 

支払利息  19,639 20,051 38,793 

持分法投資損失（又は利益

（△）） 
 8,763 △12,563 △48,874 

持分法変動損失  ― 14,259 ― 

有形・無形固定資産除却損  16,623 28 18,629 

投資有価証券評価損  43,070 18,798 43,070 

投資有価証券売却損  ― 19,060 ― 

売上債権の増加額  △156,342 △121,336 △278,291 

仕入債務の増加額  ― △41,842 81,109 

たな卸資産の減少額 

(又は増加額(△)) 
 10,842 46,034 △91,826 

その他営業資産の減少額（又は

増加額（△）） 
 59,975 69,406 △103,997 

その他営業負債の増加額（又は

減少額（△）） 
 33,744 △164,227 98,952 

未払消費税等の増加額（又は減

少額（△）） 
 33,466 △5,278 30,447 

 12 



  

前中間連結会計期間 

 

 

（自 平成13年4月１日 

至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 

 

 

（自 平成14年4月１日 

至 平成14年9月30日） 

 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

 

（自 平成13年4月１日 

至 平成14年3月31日） 

 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

その他固定負債の増加額（又は

減少額（△）） 
 △32,940 787 △29,718 

小計  196,194 △128,744 △294,998 

利息及び配当金の受取額  1,344 2,001 2,210 

利息の支払額  △18,800 △20,191 △37,771 

法人税等の支払額  △191,752 △21,036 △200,501 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー 
 △13,013 △167,971 △531,060 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 

フロー 
    

定期預金の預入による支出  △12,000 － △16,000 

定期預金の払戻による収入  － － 48,000 

有形固定資産の取得による支出  △108,778 △56,356 △149,738 

有形固定資産の売却による収入  31,295 － 36,266 

無形固定資産の取得による支出  △81,008 △30,069 △144,863 

投資有価証券の取得による支出  △82,581 △5 △91,536 

投資有価証券の売却による収入  － 244,602 － 

関係会社社債の償還による収入  － 50,000 － 

貸付けによる支出  △3,000 △173,450 △58,000 

貸付金の回収による収入  2,000 137,725 11,800 

長期前払費用にかかる支出  △3,604 － △8,108 

差入保証金にかかる支出  △83,325 △1,868 △112,490 

差入保証金の回収による収入  － 11,225 17,734 
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前中間連結会計期間 

 

 

（自 平成13年4月１日 

至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 

 

 

（自 平成14年4月１日 

至 平成14年9月30日） 

 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

 

（自 平成13年4月１日 

   至 平成14年3月31日） 

 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

その他の投資にかかる支出  △34,101 △36,895 △74,731 

その他の投資の回収収入  18,604 － 7,997 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー 
 △356,500 144,907 △533,671 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・

フロー 
    

短期借入れによる収入  334,000 175,000 434,000 

短期借入金の返済による支出  △226,000 △137,500 △417,000 

長期借入れによる収入  － － 800,000 

長期借入金の返済による支出  △139,550 △273,930 △387,290 

配当金の支払額  △58,372 △24 △58,528 

自己株式の取得  － △12,337 － 

少数株主による株式払込収入  － 12,500 － 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 △89,922 △236,291 371,182 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

換算差額 
 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

（又は減少額（△）） 
 △459,435 △259,355 △693,550 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 

残高 
 1,201,329 507,779 1,201,329 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 

期末(期末)残高 
※ 741,893 248,423 507,779 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

連結子会社の数     ２社 

連結子会社名 

エフアンドエムネット株式 

会社 

株式会社中小企業エムアンド

エーセンター 

連結子会社の数     ３社 

連結子会社名 

エフアンドエムネット株式 

会社 

株式会社中小企業エムアンド

エーセンター 

株式会社ジャパン・インシュ

アランス 

上記のうち、株式会社ジャパ

ン・インシュアランスについ

ては、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したため連

結の範囲に含めております。 

連結子会社の数     ２社 

連結子会社名 

エフアンドエムネット株式 

会社 

株式会社中小企業エムアンド

エーセンター 

２．持分法の適用に関する

事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社名 

チャレンジャー・グレイ・ 

クリスマス株式会社 

持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社名 

チャレンジャー・グレイ・ 

クリスマス株式会社 

持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社名 

チャレンジャー・グレイ・ 

クリスマス株式会社 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関する

事項 

 エフアンドエムネット株式会

社の中間決算日は、中間連結決

算日と一致しております。 

 

 

 株式会社中小企業エムアンド

エーセンターの中間決算日は７

月31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、連結子会社の中間決

算日現在の中間財務諸表を使用

しております。ただし、中間連

結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 エフアンドエムネット株式会

社及び株式会社ジャパン・イン

シュアランスの中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。 

 株式会社中小企業エムアンド

エーセンターの中間決算日は７

月31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、連結子会社の中間決

算日現在の中間財務諸表を使用

しております。ただし、中間連

結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 エフアンドエムネット株式会

社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

 

 

 株式会社中小企業エムアンド

エーセンターの決算日は１月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

ては、連結子会社の決算日現在

の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日との間

に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

１ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

１ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

１ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による 

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ２ たな卸資産 

 当社の製品及び仕掛品は

月次総平均法による原価

法、連結子会社の仕掛品は

個別法による原価法によっ

ており、貯蔵品は当社及び

連結子会社とも最終仕入原

価法によっております。 

２ たな卸資産 

同左 

２ たな卸資産 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

１ 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ６～42年 

車両運搬具  ２～６年 

工具器具備品 ３～24年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

１ 有形固定資産 

同左 

(ロ)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

１ 有形固定資産 

同左 

 ２ 無形固定資産 

 定額法を採用しており 

ます。 

 なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づいております。 

２ 無形固定資産 

同左 

２ 無形固定資産 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

１ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、当社

及び連結子会社は、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

１ 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

１ 貸倒引当金 

同左 

 ２ 賞与引当金 

 当社及び連結子会社は従

業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき

計上しております。 

２ 賞与引当金 

同左 

２ 賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

 ３ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、退職給付会計に関

する実務指針（会計制度委

員会報告第13号）に定める

簡便法により、直近の年金

財政計算上の責任準備金を

退職給付債務とし、これと

年金資産に基づき、当中間

連結会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

３ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、退職給付会計に関

する実務指針（会計制度委

員会報告第13号）に定める

簡便法により、直近の年金

財政計算上の責任準備金を

退職給付債務とし、これと

年金資産に基づき、当中間

連結会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております（当中

間連結会計期間末において

は年金資産の額が退職給付

債務を超えるため、当該超

過 額 を 前 払 年 金 費 用

（3,296千円）として投資

その他の資産の「その他」

に計上しております）。 

３ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、退職給付会計に関

する実務指針（会計制度委

員会報告第13号）に定める

簡便法により、直近の年金

財政計算上の責任準備金を

退職給付債務とし、これと

年金資産の見込み額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しております

（当連結会計年度末におい

ては年金資産の額が退職給

付債務を超えるため、当該

超過額を前払年金費用

（5,476千円）として投資

その他の資産の「その他」

に計上しております）。 

 (ニ)重要なリース取引の処理 

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ニ)重要なリース取引の処理 

方法 

同左 

(ニ)重要なリース取引の処理 

方法 

同左 

 (ホ)重要なヘッジ会計の方法 

１ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用し

ております。 

 また、金利スワップにつ

いて特例処理の条件を充た

している場合には特例処理

を採用しております。 

(ホ)重要なヘッジ会計の方法 

１ ヘッジ会計の方法 

同左 

(ホ)重要なヘッジ会計の方法 

１ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ２  ヘッジ手段、ヘッジ 

対象、ヘッジ方針 

 主に当社の内規に基づき、

金利変動リスクをヘッジして

おります。当中間会計期間に

ヘッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下のと

おりであります。 

①ヘッジ手段 金利スワップ 

②ヘッジ対象 借入金 

２  ヘッジ手段、ヘッジ 

対象、ヘッジ方針 

同左 

２  ヘッジ手段、ヘッジ 

対象、ヘッジ方針 

 主に当社の内規に基づき、

金利変動リスクをヘッジして

おります。当連結会計年度に

ヘッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下のと

おりであります。 

①ヘッジ手段 金利スワップ 

②ヘッジ対象 借入金 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

 ３ ヘッジの有効性評価の 

方法 

 ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって

有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについ

ては有効性の評価を省略し

ております。 

３ ヘッジの有効性評価の 

方法 

同左 

３ ヘッジの有効性評価の 

方法 

同左 

 (ヘ)その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(ヘ)その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ヘ)その他連結財務諸表作成の

ための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計算

書）における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ケ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

 従来、販売費及び一般管理費の表示は、適当と認めら

れる費目に分類し、当該費用を示す名称を付した科目を

もって掲記する方法によっておりましたが、当中間連結

会計期間より損益計算書上の表示の簡明化並びに個別財

務諸表との表示上の整合性を図るため、販売費及び一般

管理費の科目に一括して掲記し、その主要な費目及びそ

の金額を注記する方法に変更しております。 

（中間連結貸借対照表） 

 「繰延税金資産」は、前中間連結会計期間末は、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間末において資産の総額の１００

分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「繰延税金資産」の金

額は94,123千円であります。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等 

会計） 

当中間連結会計期間から「自己株式

及び法定準備金の取崩等に関する会

計基準」（企業会計基準第1号）を

適用しております。これによる当中

間連結会計期間の損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、中間連結財務諸表等規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の資本の部

及び中間連結剰余金計算書について

は、改正後の中間連結財務諸表等規

則により作成しております。 

―――――― 

 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年3月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
 
 184,561千円 

  

 
 273,613千円 

  

 
 229,774千円 

  
※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとお

りであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとお

りであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとお

りであります。 
 
建物及び構築物 1,098,855千円 

土地 729,631 

計 1,828,486 
  

 
建物及び構築物 1,103,014千円 

土地 729,631 

計 1,832,645 
  

 
建物及び構築物 1,115,342千円 

土地 729,631 

計 1,844,973 
  

 担保付債務は次のとおりでありま

す。 

 担保付債務は次のとおりでありま

す。 

 担保付債務は次のとおりでありま

す。 
 
一年以内返済予定
長期借入金 

181,480千円 

長期借入金 1,228,970 

計 1,410,450 
  

 
一年以内返済予定
長期借入金 

62,280千円 

長期借入金 1,371,300 

計 1,433,580 
  

 
一年以内返済予定
長期借入金 

45,470千円 

長期借入金 1,411,440 

計 1,456,910 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 
 
給与手当 179,669千円 

賞与引当金繰入額 58,994 

退職給付費用 55 

減価償却費 38,298 
  

 
給与手当 431,372千円 

賞与引当金繰入額 64,869 

退職給付費用 140 

減価償却費 50,892 
  

 
給与手当 365,547千円 

旅費交通費 116,293 

賞与引当金繰入額 19,632 

減価償却費 37,461 

貸倒引当金繰入額 4,784 

連結調整勘定償却額 343 
  

※２ 固定資産除却損の内訳は次の 

とおりであります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の 

とおりであります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の 

とおりであります。 
 
建物 16,128千円 

工具器具備品 494 

計 16,623 
  

 
その他の有形固定資産 28千円 

計 28 
  

 
建物 16,927千円 

工具器具備品 1,701 

計 18,629 
  

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高

は、中間連結貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金残高と一致しておりま

す。 

 現金及び現金同等物の期末残高は、連

結貸借対照表に掲記されている現金及び

預金残高と一致しております。 

（平成13年９月30日現在）   
 
現金及び預金勘定 785,893千円 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△44,000千円 

現金及び現金同等物 741,893千円 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 当社及び国内連結子会社のリース

取引はすべて、企業の事業内容に照

らして重要性の乏しいリース取引で

リース契約１件当たりリース料総額

が300万円未満であるため、注記す

べき事項はありません。 

同左 同左 

 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成13年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 192,910 136,787 △56,123 

(2）その他 142,427 105,252 △37,175 

合計 335,338 242,039 △93,298 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 前中間連結会計期間末（平成13年9月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的債券  

非上場社債 50,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 360,915 

 （注） 当中間連結会計期間の期首において、売買目的有価証券を全てその他有価証券に保有目的を変更しており

ます。この変更は、平成13年３月26日付の当社取締役会において、当中間連結会計期間の期首より資金運

用方針の変更を行い、トレーディング取引を行わないこととしたことに伴うものであります。この変更に

より、従来の保有目的によった場合に比して、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、93,298千円増加

しております。 
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当中間連結会計期間末（平成14年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 192,910 98,955 △93,955 

(2)その他 58,769 39,245 △19,524 

合計 251,680 138,200 △113,480 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 当中間連結会計期間末（平成14年9月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

(1)非上場株式（店頭売買株式を除く） 215,753 

(2)その他 25 

 

前連結会計年度末（平成14年3月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 192,910 123,183 △69,727 

(2)その他 142,427 117,988 △24,438 

合計 335,338 241,171 △94,166 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 前連結会計年度末（平成14年3月31日） 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

(1)非上場株式（店頭売買株式を除く） 243,940 

(2)その他 25 

  （注）当連結会計年度の期首において、売買目的有価証券を全てその他有価証券に保有目的を変更しており 

ます。 

     この変更は、平成13年3月26日付の当社取締役会において当連結会計年度の期首より運用方針の変更を行

い、トレーディング取引を行わないこととした事に伴うものであります。この変更により、従来の保有

目的によった場合に比して経常損失及び税金等調整前当期純損失は94,166千円減少しております。 
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（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

当社は、デリバティブ取引に関して金利関連である金利スワップ取引を行っておりますが、当該金利ス

ワップ取引については、全取引にヘッジ会計が適用されており、特例処理の条件を充たしているため、「デ

リバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益」の注記は省略しております。 

 

（当中間連結会計期間） 

当社は、デリバティブ取引に関して金利関連である金利スワップ取引を行っておりますが、当該金利ス

ワップ取引については、全取引にヘッジ会計が適用されており、特例処理の条件を充たしているため、「デ

リバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益」の注記は省略しております。 

 

（前連結会計年度） 

当社は、デリバティブ取引に関して金利関連である金利スワップ取引を行っておりますが、当該金利ス

ワップ取引については、全取引にヘッジ会計が適用されており、特例処理の条件を充たしているため、「デ

リバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益」の注記は省略しております。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成13年4月１日 至平成13年9月30日） 

 
アウトソー
シング事業 
（千円） 

エフアンド
エムクラブ
事業 
（千円） 

不動産事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

(1）外部顧客に対する売
上高 

1,100,723 671,797 72,860 40,505 1,885,886 － 1,885,886 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － 4,558 102,819 107,378 (107,378) － 

計 1,100,723 671,797 77,419 143,325 1,993,264 (107,378) 1,885,886 

営業費用 592,048 504,601 42,570 227,475 1,366,696 359,717 1,726,414 

営業利益（又は営業 
損失） 

508,674 167,195 34,848 △84,150 626,568 (467,096) 159,472 

 （注）１．事業は、サービスの種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主なサービス内容 

 事業区分 主要サービス 

 アウトソーシング事業 個人事業主向け記帳代行サービス 

 エフアンドエムクラブ事業 中堅・中小企業向けの管理・総務部門情報提供サービス 

 不動産事業 不動産賃貸業 

 その他事業 総務部門向けポータルサイト「e-somu」を媒体としたASP事業等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  
前中間連結会計期間 
（千円） 

主な内容 

 
消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用 

459,107 
当社の総務部門・経理部門等の管理部門に係
る費用であります。 

４．アウトプレースメント事業については、前連結会計年度の下期において、チャレンジャー・グレイ・

クリスマス株式会社（当社関連会社）に当該事業を移管したことに伴い、当社連結会社より同事業が

外れたため、当中間連結会計期間から「アウトプレースメント事業」セグメントを記載しておりませ

ん。 

また、不動産事業については、当中間連結会計期間から当該事業を開始したため、当中間連結会計期

間から「不動産事業」セグメントを新たに区分して記載しております。 
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当中間連結会計期間（自平成14年4月１日 至平成14年9月30日） 

 
アウトソー
シング事業 
（千円） 

エフアンド
エムクラブ
事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

(1)外部顧客に対する売
上高 

702,539 767,802 72,443 203,050 1,745,835 － 1,745,835 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － 4,495 53,031 57,526 (57,526) － 

計 702,539 767,802 76,938 256,081 1,803,362 (57,526) 1,745,835 

営業費用 624,830 459,475 45,512 251,565 1,381,383 354,668 1,736,051 

営業利益（又は営業損
失） 

77,708 308,327 31,426 4,516 421,978 (412,195) 9,783 

 （注）１．事業は、サービスの種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主なサービス内容 

 事業区分 主要サービス 

 アウトソーシング事業 個人事業主向け記帳代行サービス 

 エフアンドエムクラブ事業 中堅・中小企業向けの管理・総務部門情報提供サービス 

 不動産賃貸事業 事業用ビルの賃貸事業 

 その他事業 
エフアンドエムクラブ事業の顧客である中堅・中小企業向けのASP事業
等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  
当中間連結会計期間 
（千円） 

主な内容 

 
消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用 

403,539 
当社の総務部門・経理部門等の管理部門に係
る費用であります。 
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前連結会計年度（自平成13年4月１日 至平成14年3月31日） 

 
アウトソー
シング事業 
（千円） 

エフアンド
エムクラブ
事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

(1)外部顧客に対する売
上高 

1,918,393 1,429,097 145,356 240,849 3,733,696 － 3,733,696 

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － 9,665 193,023 202,689 (202,689) － 

計 1,918,393 1,429,097 155,021 433,872 3,936,385 (202,689) 3,733,696 

営業費用 1,610,845 1,158,233 87,157 360,092 3,216,329 614,381 3,830,711 

営業利益（又は営業損
失） 

307,548 270,863 67,863 73,780 720,056 (817,070) (97,014) 

 （注）１．事業は、サービスの種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主なサービス内容 

 事業区分 主要サービス 

 アウトソーシング事業 個人事業主向け記帳代行サービス 

 エフアンドエムクラブ事業 中堅・中小企業向けの管理・総務部門情報提供サービス 

 不動産賃貸事業 事業用ビルの賃貸事業 

 その他事業 
エフアンドエムクラブ事業の顧客である中堅・中小企業向けのASP事業
等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  
前連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

 
消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用 

774,288 
当社の総務部門・経理部門等の管理部門に係
る費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事

項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年4月１日 
至 平成13年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年4月１日 
至 平成14年3月31日） 

  
１株当たり純資産額 204,716.95円 

１株当たり中間純利
益 

1,984.75円 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益 

1,984.48円 

  

  
１株当たり純資産額 190,651.40円 

１株当たり中間純損
失 

6,226.75円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益の金額については、当中間連結会
計期間では、１株当たり中間純損失
が計上されているため記載しており
ません。 

 
  

  
１株当たり純資産額 196,810.71円 

１株当たり当期純損
失 

5,879.31円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の金額については、当連結会計年
度では、１株当たり当期純損失が計
上されているため記載しておりませ
ん。 

 
  

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 

 

 


